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このノレーノレからの逸脱は比較的稀れである。
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から， 24セY トを 2倍L これに，能率を考慮して20労働時間を乗じ(後には能





これに対して，価格追随企業のナショナノレ・ λ テイ ノレ社についてみると，
同社は主にブリキを製造しているワイヤート Y ・ステイ ルと薄板製造を中心
とするグ νイト・レイクス・ステイ ルの 2つり製鋼子会社を所有している。
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訳書.3師一390ページ，上札
なお， USスティーノレ社の他の期間の税引撞投資収益率は1920-29.8.7目，羽田-
39， 1.49も;1940-1949， 9.4%である。キ フ..j-_..t 前掲書， 1出~ジ。
しかし，価格決定機構は簡単化され，権限は大幅に上層に集中されている。価
格は経営委員会で決定されるが，委員会のメ γパーはナγ 冨ナノレ・スティール
社の会長，社長，取締伎の 3名と，ワイヤート Y とグレイト・レイクスのそれ
ぞれの社長の計5名である。 2つり子会社自社長も価格決定権は特定胸品につ
いてりわずかな価格変更に限られている。そして，プリキと薄板。 2つの主力
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ストリップミノレは，アメリヵ γ ・ローリング~ Iレ社によって1920年代に開発
され，アロイ・ λ ティーノレ・プレ トで先導者となったのはリパブリ!ノク社で
あった。また，オース}ラリアで完成された酸素上吹転炉の米司での特許所有
者はカイザ ・スティー ノレ社で， その最初の導入はマクノレース社であった4九
usスティーノレ社は他の面でもたちお〈れた。 usスティーノレ社では長期の計
画手段が不足し，費用計算は時代おくれであり，情報は，①多数の製品の費用，
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ジ 3 ーγズ&ラフリソ， イソラ Y ドJャ Yグスタウンの各社は前3社よりも集
権的であるm
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ころである。JKaplan， Dirlam and Lanzil.otti， op. cit.， p.247訳書I 306ベー ジ.
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Bargaining z-n Steel Inぷ必5'η，p_ 23; L. G_ Reynolds，“The Impact of Col!ective Bar 
gaming on the Wage Stmcture，" in]. T. Dunlop (ed.)， The Th同町 of Wnge Deter-
mination， 1964， pp. 204-205 
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かけにおいても組織的要因の一定の作用を無視しえないのである。
(イ寸記〕 脱稿 (9月中旬〉り後，出部都美氏の最新著 i現代経営組織論J (昭和46
年10月〉が発行さわした。示唆に富む，興味深い書物である。それによると，氏は，氏の








ぐわしとは，これらの点をふ〈めて s田 io-TechnicalSystem f:-ういて別の機会に
論じたく思っている。
